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平成24年4月4目

都道府県医師会介護保険担当理事殿

日本医師会常任理事

　　高杉　敬久

東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて

　　　　　　　　（通常の方法による請求）

　東日本大震災による介護報酬等の請求等の取扱いにつきましては、昨年4月6日付（介8）

「東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて」等にてお知らせしてまいり

ましたとおり、被災により通常の手続きによる請求が困難な場合は概算による請求を行うこ

とが可能（原則として平成23年8月の介護サービス提供分（9月提出分）までの取扱い）で

あり、それ以外の場合については、通常の方法によって請求を行うこととされております。

　ただし、通常の方法によって請求を行う場合であっても、①「被保険者証等を紛失等した

利用者に係る請求手順」や、②「居宅介護支援事業所等より給付管理票が提出されない場合

の請求手順」等については別途示されておりました。

　今般、厚生労働省は介護報酬請求時における上記①、②の取扱いについては、平成24年

4月提出分までとし、平成24年5月以降は行わないこととする事務連絡を発出いたしまし

た。

　つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会

への周知方宜しくお願い申し上げます。

記

（添付資料）

・東目本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて（通常の方法による請求）

　（平24．3．30厚生労働省老健局介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課事務連絡）

・【参考資料】東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて

　（平23．4．5厚生労働省老健局介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課事務連絡）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上



事　　務　　連　　絡

平成24年3月30日

各都道府県介護保険担当主管部（局）　御中

厚生労働省老健局介護保険計画課

　　　　　　　　高齢者支援課
　　　　　　　　振　　興　　課

　　　　　　　　老人保健課

東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて（通常の方法による請求）

　東日本大震災による介護報酬等の請求等の事務については「東日本大震災に関する介護報

酬等の請求等の取扱いについて」　（平成23年4月5日付け厚生労働省老健局介護保険計画課

ほか事務連絡。以下「3月サービス提供分事務連絡」という。）、　「東日本大震災に関する

介護報酬等の請求等の取扱いについて（4月サービス提供分）」　（平成23年4月22日付け厚

生労働省老健局介護保険計画課ほか事務連絡）、　「東日本大震災に関する介護報酬等の請

求等の取扱いについて（5月サービス提供分）」　（平成23年5月30日付け厚生労働省老健局

介護保険計画課ほか事務連絡）、　「東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いに

ついて（6月サービス提供分）」　（平成23年6月21目付け厚生労働省老健局介護保険計画課

ほか事務連絡）、　「東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて（7月サー

ビス提供分）」　（平成23年7月21日付け厚生労働省老健局介護保険計画課ほか事務連絡）及

び「東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて（8月サービス提供分）」

（平成23年8月23日付け厚生労働省老健局介護保険計画課ほか事務連絡）により連絡したと

ころですが、平成23年3月サービス提供分以降の介護報酬等の請求については、下記のとお

り取り扱うこととするので、貴管内市町村及びサービス事業者等への周知徹底を図るようよ

ろしくお願いしたい。

　通常の方法による介護報酬等の請求を行う場合における3月サービス提供分事務連絡の

3（3）及び（4）の取扱いは、平成24年4月提出分までとし、平成24年5月以降は行わ

ないこととする。

　また、請求明細書の提出期限は、通常どおり、4月10日（火）とする。
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　　　東日本大震災に関する

介護報酬等の請求等の取扱いについて

　東日本大震災による介護報酬等の請求等の事務については、下記のとおり取扱うこととす

るので、貴管内市町村、サービス事業者等への周知徹底を図るようよろしくお順いしたい。

記

1　平成23年3月サービス提供分に係る介護報酬等の請求について

　平成23年3月サービス提供分に係る介護報酬等の請求については、今回の地震による

被災によりサー・ビス提供記録等を滅失又は棄損した場合、あるいは地震発生直後における

介護サービス提供内容については十分に把握することが困難である場合の対応として、下

記（1）又は（2）の場合において概算請求を行うことができるものとすること。

（1）被災前にサービス提供を行った場合の概算による請求

　　今回の地震によりサービス提供記録等を滅失又は棄損した介護サービス事業所等に

　ついては、平成23年3月11日以前のサービス提供分については概算による請求を

　行うことができるものであること。

（2）被災後にサービス提供を行った場合の概算による請求

　　平成23年3月12日以降にサービス提供を行ったときは、同日以降のサービス提
　供分については原則として通常の手続きによる請求を行うこと。ただし、災害救助法

　適用地域（東京都の区域を除く。）に所在する介護サービス事業所等であって、平成

　23年3月12日以降にサービス提供を行ったものについては、当該事業所等の状況

　に鑑み通常の手続きによる請求を行うことが困難な場合には、同日から3月末日まで

　のサービス提供分について、概算による請求を行うことができるものであること。



2　概算請求を行う場合の取扱いについて

　（1）概算による請求を選択する介護サービス事業所等については、やむを得ない事情が

　　ある場合を除き、平成23年4月13日までに概算による請求を選択する旨、各国民
　　健康保険団体連合会（以下「国保連』という。）に届け出ること．

　　　また、提出期限に遅れたものについては、翌月以降に提出するものとすること。

（2）概算請求で支払われる介護報酬等の算出方法

　　原則として平成22年11月サービス提供分から平成23年1月サービス提供分ま
　での介護報酬支払実績により（当該介護サービス事業所等について特別な事情がある

　場合には、別途介護サービス事業所等と調整をする。）、下記①及び②により算出し、

　それを合計して支払を行うこととなるため、各介護サービス事業所等においては、別

　紙の様式により届け出るものとすること。

①平成23年3月11日以前の介護サービス提供分

平成22年11月～平成23年1月
　　　　介護報酬等支払額

X　　11

92

②平成23年3月12日以降のサービス提供分

平成22年11月～平成23年1月
　　　　介護報酬等支払額

×　 20　 ×　 （1十〇．022）
92

（3）上記1（1）に該当する介護サービス事業所等であって、上記1（2）に規定する

　地域以外の区域に所在するものについては、罹災証明書又は罹災届出証明書を併せて

　各国保連に提出すること。

（4）この方法の対象となる請求の範囲については、公費負担医療に係るものについても

　含まれること。

（5）この方法による請求を選択した介護サービス事業所等については、この方法による

　概算額をもって平成23年3月サービス提供分の介護報酬等支払額を確定するもので

　あること。

3　その他の通常の方法による請求を行う場合の取扱いについて

　（1）請求書の提出期限について

　　　平成23年3月サービス提供分（4月提出分）に係る請求明細書の提出期限につい

　　　ては、災害救助法適用地域（東京都の区域を除く）に所在する介護サービス事業所等

　　　に限り、平成23年4月13日とすること。

　　　　また、提出期限に遅れたものについては、翌月以降に提出するものとすること。



（2）利用料の減免又は猶予がされた者に係る請求手順について

　①「3月11日に東北地方を中心として発生した地震並びに津波により被災した要

　　介護者等への対応について』　（平成23年3月11日付け厚生労働省老健局総務課

　　ほか事務連絡）、　「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震による被災者に係

　　る利用料等の取扱いについて』　（平成23年3月17日付け厚生労働省老健局介護

　　保険計画課ほか事務連絡）、　「東北地方太平洋沖地震及ぴ長野県北部の地震による

　　被災者に係る利用料等の取扱いについて』　（平成23年3月22日付け厚生労働省

　　老健局介護保険計画課ほか事務連絡）及び「東北地方太平洋沖地震及ぴ長野県北部

　　の地震による被災者に係る利用料等の取扱いについて」　（平成23年3月23日付

　　け厚生労働省老健局介護保険計画課ほか事務連絡）により利用料の減免又は猶予が

　　された者（以下「利用料減免等対象者」という。）に係る介護報酬等の請求につい

　　ては、請求明細書の「請求額集計欄』の保険分の給付率に100と記載、特定入所

　　者介護サービス費（特定入所者介護予防サービス費）の「利用者負担額』に0と記

　　蔵して請求すること。

　②　利用料の減免又は猶予をしたときには、利用者負担分がゼロであるため、保険優

　　先の公費負担医療（特定疾患治療研究事業【法別番号51】などの「公費併用請求

　　明細書」となるもの。）の対象にならない。このため、利用料の減免又は猶予をし

　　た場合には、従来、公費併用請求明細書として請求する者のものであっても、請求

　　明細書は介護保険単独として取り扱い、公費負担者番号及び公費受給者番号は記載

　　を要しない。

（3）被保険者証等を介護サービス事業所等に提示せずにサービスを利用した者に係る請

　求手順について

　①介護サービス事業所等においては、過去に利用したことのある介護サービス事業

　　所等に問い合わせることにより、また、窓口で確認した事項等により、可能な限り

　　被保険者番号等の確認を行うこと。

　②　上記①において、被保険者番号等の請求明細書に記載する項目についての確認が

　　できない被保険者の請求については、請求明細書に可能な限り記載を行い、また、
　　請求明細補外上部に被保険者の住所及び赤飯⑭と記載し・紙にて作成するこ

　　と。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

　　　なお、居宅介護支援事業所等における給付管理票の提出及びサービス計画費の請

　　求についても同取扱いとする。

曝顯欝灘欝欝等　備鑓粥
　④上記②③において作成した請求明細書については、通常の請求明細書とは分けて

　　請求書を作成し、国保連へ提出すること。

　⑤④による請求を行った介護サービス事業所等については、請求額を確認の上、請

　　求金額を確定するものであること。

（参考迺ｦ懲麟掌魏滋利用料の減免又は猶予をした場合

（4）居宅介護支援事業所等より給付管理票が提出されない場合の請求手順について

　①　介護サービス事業所等においては、居宅介護支援事業所等に対し、可能な限り、

　　介護報酬の請求に対応する給付管理票の提出有無について確認を行うこと。



②　介護サービス事業所等においては、上記①において給付管理票の提出の有無が確

③馨1鞭欝羅鞭藻類雛1！弊総
　票の提出が行えない場合、可能な限り介護サービス事業所等へ提出できない旨の連

　絡を行うこと。

4　指定居宅介護支援業務等における給付管理業務の取扱いについて

　介護サービス事業所等と連絡が付かない場合、あるいは介護サービス事業所等が上記に

　よる概算請求を行うことを確認した場合は、指定居宅介護支援事業所においてサービス利

用票等の実績に係る部分の作成を要しないものとする。なお、この場合「介護サービス計

画書の様式及び課題分析標準項目の提示について』　（平成11年11月11日老企29厚

生省老人保健福祉局企画課長通知）で定めるサービス利用票別表（第7表）区分支給限度

管理・利用者負担計算についても作成を要しないものとする。

　なお、指定介護予防支援業務においても同様の取扱いとする。

5　4月及ぴ5月介護サービス提供分の介護韓酬等の取扱いについて

　　4月及ぴ5月介護サービス提供分の介護報酬等の取扱いについては、別途連絡すること。

6　震災により諸記録を滅失した場合の取扱いについて

（1）　以下に掲げる記録（民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用

　に関する法律（平成16年法律第149号）等に基づき書面に代えて電磁的記録により保存を

　行うことができることとされている文書については電磁的記録を含む。以下「記録」と

　いう。）については、関係法令に基づき、介護保険施設・事業所等における整備・保存

　が義務づけられている。

　　記録について、介護保険施設・事業所等において適切な管理の下、整備・保存してい

　たにもかかわらず、今般の震災によりやむを得ず滅失した場合（見読が不可能となった

　場合を含み、電礎的記録により保存を行っている介護保険施設・事業所等にあっては電

　磁的記録の出力が不可能となった場合を含む。以下同じ。）には、関係法令に基づく保

　存義務違反には当たらないものと解すること。

　　なお、記録の一部に限り滅失した場合には、滅失していない部分について、引き続き、

　関係法令に基づき適切に整備・保存を行うこと。

　①養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）第9条の記

　　録
　②　介護保険法（平成9年法律第123号）第69条の19、第69条の20、第115条の39、第115

　　条の42の記録

　③介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36条）第34条の13、第113条の34、第140

　　条の54、第140条の62の記録

　④指定居宅サービス等の事業の人員、設備及ぴ運営に関する基準（平成11年厚生省令

　　第37号）第39条、第53条の2、第73条の2、第82条の2、第90条の2、第104条の2、第10

　　5条の18、第118条の2、第139条の2、第154条の2、第191条の3、第192条の11、第204条

　　の2及び第215条の記録

　⑤　指定居宅介護支援等の事業の人員及ぴ運営に関する基準（平成11年厚生省令第38

　　号）第29条の記録

　⑥　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39

　　号）第37条の記録



⑦介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11年厚生省

　令第40号）第38条の記録

⑧指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第4

　1号）第36条の記録

⑨　特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）第9条

　の記録
⑩　指定地城密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生

　労働省令第34号）第40条、第60条、第87条、第107条、第128条及ぴ第156条の記録

⑪指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及ぴ運営並びに指定介護予防サービス

　等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令

　第35号）第37条、第54条、第73条、第83条、第92条、第106条、第122条、第141条、第

　194条、第244条、第261条、第275条及び第288条の記録

⑫指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及ぴ運営並びに指定地域密着

　型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成1

　8年厚生労働省令第36号）第40条、第63条及び第84条の記録

⑬指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

　防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号）第28条

　の記録
⑭　軽費老人ホームの設備及ぴ運営に関する基準（平成20年厚生労働省令第107号）第9

　条の記録

（2）　記録の全部又は一部を滅失した場合、介護保険施設・事業所等は、滅失した理由、滅

　失した文書の名称等を記録した文書を保存すること

（3）　見読が不可能となった文書及ぴ電磁的記録の出力が不可能となった磁気ディスク等に

　ついては、個人情報の流出等の疑いが生じることのないよう留意の上、廃棄すること。

（4）　滅失等した記録の有無の確認、（2）及び（3）に係る対応については、直ちに実施するこ

　とを求めるものではなく、介護保険施設・事業所等の復旧作業に着手可能な状況になった

　段階で実施することとして差し支えないこと。



σ闘鋤

　　　　　　　東日本大震災に関する概算による

介護綴爾寺請乗に関する届出書（平虞23年3月介護サービス提僕分》’

事桑折番号

東日本大震災に■する蟹算による介護綴顔の請粟を行いたいので、次のように届け凹ます．

平成　　年　　月　　日

請求事梁所等

所在地及び名称：

關設者名・事業者氏名 印

審査支払機関　　殿

次のうち、該当するものにOを付すこと。（複数可）

ア　サービス提供配録等が滅失又は棄禍したため、3月1日から3月11日までのサービス提
　供分について凝算により請求を行う．

イ　災害救助法適用地域（東京都の区域を除く）に所在する介護サービス事桑折であって、

　3月12日以降に介護サービスを提供したが、請求事粟所等の状況に鑑み通常の手続きによ

る鯖象を行うことが困難であるため、3月12日から3月31日までのサービス提供分につい
て擬算により請求を行う．


